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１．研究計画の概要 

本研究は、近年、日系企業・研究機関、日

本の大学にあって、資源提供元として最も関

心が高まっていると考えられるアジア８カ国

（インドネシア、マレーシア、タイ、ベトナ

ム、ミャンマー、モンゴル、中国、ネパール、

いずれの国も日本の（独）製品評価技術基盤

機構（ＮＩＴＥ）又は（財）バイオインダス

トリー協会との間に遺伝資源提供に関わる

MOU(包括的覚書)等が締結済み又は締結予

定）に焦点を与え、それらの地域における遺

伝資源のＡＢＳ関連処理（アクセス・利益配

分、知的財産、技術移転関連の処理）メカニ

ズムの現状と課題を、米国 NIH（米国国立衛

生研究所）の当該地域におけるＡＢＳ関連処

理実績のフォローアップとともに、分析する

ものである。 
 
２．研究の進捗状況 

アジア８カ国のうち、インドネシア、タイ、

ベトナム、ミャンマー、中国の５カ国につい

ては、日本の（独）製品評価技術基盤機構（Ｎ

ＩＴＥ）又は（財）バイオインダストリー協

会との連携、共同研究の実態に関わる現地調

査を行い、ネパールについてはＮＩＴＥや

（財）バイオインダストリー協会との MOU は現時

点（２０１１年５月１日現在）では未締結であるが、

日本の国立大学との MOU は締結されたため、

その MOU に基づき進む共同研究の現状と課題

につき、現地にて聞き取りを行い、各地域におけ

る遺伝資源マネジメント（ＡＢＳ処理メカニズム）の

現状と課題を、米国 NIH（米国国立衛生研究

所）の当該地域におけるＡＢＳ処理実績（利益配

分、知的財産、技術移転問題処理のあり方）フォ

ローアップとともに、分析しているところである。

NIH の実績に比して、日本の当該関係機関の

アジアでの実績（日本モデル）はまだまだ乏しい

ことも否めないため、NIH モデルにおける問題

が、日本モデルにおいては、さほど争点になって

いないこと、現地関係者が総じて日本モデルに

対しては、評価し（期待し）、友好的、好意的であ

る点は、世界規模で、評価について多用な見解

がある NIH モデルと日本モデルの異なるところ

であると考えるが、２０１０年１０月の生物多様性

条約名古屋議定書締結をも契機として、今後一

層諸国の遺伝資源活用にも積極的になるであろ

う日本企業や日本の研究機関においては、NIH

モデルのフォローアップから浮き彫りにされる問

題点の検討（例えば、利益配分の受けての特定



方法、利益配分の内容等）は、新たな日本モデ

ルの再構築という意味でも大いに参考にすべき

ものとなると考え、NIH モデルから、日本モデル

への示唆を探るべく、調査結果を基に検討を深

めているところである。 
 
３．現在までの達成度 
 
②おおむね順調に進展している。 
例年、アジア８カ国のうちの２カ国毎の現

地調査を行い、各国毎に必要な調査項目につ
いて、調査、分析を行うことができた。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 
 本年度（最終年度）は、残る２カ国、すなわち、
モンゴル及びマレーシアにおいて、現地調査を
行うとともに、NIH 関係者を招いての研究会を日
本においても実施し、その研究成果を踏まえて、
アジア８カ国における遺伝資源マネジメントの実
情、特にＡＢＳ関連処理（アクセス・利益配分、知
的財産、技術移転関連の処理）メカニズムの現
状と課題を、NIH モデルから日本モデルへの提
言という形で、総括し、その成果を論文にまとめ
る予定である。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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ション」－知的財産活用の観点からー」甲南大

学経営学会編『経営学の伝統と革新』、千倉書

房 2010 年３７－５６頁 査読無 
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and development: the origins of 252 new 
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・山名美加「中国、韓国、インドにおける近年の
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